
はじめに

　研究 3 では、研究 2 によって行われた現状分析の
結果を踏まえて、「放課後児童支援員等に求められ
る専門性及び資質向上のあり方・児童クラブ調査
A 票」の詳細分析を（1） 放課後児童クラブの法人
種別、運営主体によるサービス内容、OJT、OFF–
JT の関係性（2） 放課後児童クラブ従事者の採用時、
初任者、中堅者等に求められる専門性の評価（3） 
放課後児童クラブの事業方針、研修状況〈調査 A 票〉
と保護者の児童クラブに対する意識・評価〈調査 D
票〉、各項目の因子分析を用いた分類と要約の 3 項
目について詳細分析を試みた。

3-1	 放課後児童クラブの法人種別、運営主体による

サービス内容、OJT、OFF–JT との関係性

　まず、放課後児童クラブの法人種別、すなわち運
営主体によってサービス内容、OJT、OFF–JT に何
らかの違いがあるのかについて詳細分析を行った。
　児童クラブの法人種別（A1）と提供したサービ
ス内容（A8）、OJT の実施（A9）、OFF–JT の実施

（A15）との関係について、分割表を作成し、χ 2
検定を適用した。法人種別の「その他」の自由記述
欄には社会福祉法人、NPO などの回答があった。
　分析結果、放課後児童クラブの法人種別と各項目
との分割表を Table 3-1 に示した。法人種別のサー
ビス提供率、OJT の実施率、OFF–JT の実施率に
有意差が認められた。「野外活動」の提供率は「民
設民営」が 90.8％だったのに対して、「民間企業」
は 53.8％に過ぎなかった。「軽食等の提供」の提供
率は「民設民営」が 81.7％だったのに対して、「民
間企業」は 46.2％に過ぎなかった。「学習支援」の
提供率は「民設民営」が 74.8％だったのに対して、「公

設公営」は 48.3％に過ぎなかった。各サービスの全
体的な傾向として「民設民営」による放課後児童ク
ラブの提供率が高く、「公設公営」、「民間企業」の
提供率が低かった。放課後児童クラブのサービス内
容は法人種別に限らず均一であることが望まれる。
本調査で明らかになった提供率の差が大きい「野外
活動」、「軽食等の提供」、「学習支援」を中心に提供
率が低い法人へのサポートが求められる。
　OJT の実施率が最も高かったのは「公設民営」
で 70.9％、最も低かったのは「公設公営」で 46.8％
であった。「公設公営」の OJT 実施率は 50％に至
らず、指導や対策が求められる。一方、OFF–JT の
実施率が最も高かったのは「民設民営」で 83.5％、
最も低かったのは「民間企業」で 53.8％であった。

「民間企業」による児童クラブへの OFF–JT 実施支
援が期待される。
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研究３

「放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向
上のあり方・調査A票」の詳細分析（1） 社会福祉法人葛葉学園

鈴木　　勲



3-2	 放課後児童クラブ従事者の採用時、初任者、中

堅者等に求められる専門性の評価

　2 点目に採用時、初任者、中堅者等に求められる
専門性の評価を行った。放課後児童クラブ及び自治
体を対象に実施した採用時、初任者、中堅者等に求
められる専門性の関係性から、総合的な専門性を身
に付けるための項目について評価を行った。
　採用時（13 項目）、初任者（13 項目）、中堅者等（13
項目）、リーダー（20 項目）における放課後児童支
援員等に求められる専門性を自治体と放課後児童ク
ラブで比較、各専門性の重要性を評価した（4 件法。
選択肢：あてはまらない =1、あまりあてはまらな
い =2、ややあてはまる =3、あてはまる =4）。
 分析の結果、放課後児童クラブ従事者の各ステー
ジで求められる専門性を Table 3-2 から Table 3-5
に示した。各ステージともに自治体と児童クラブの
平均値の Pearson 相関係数はほぼ 1 で極めて強い
正の相関があり、両者の各専門性に対する相対的な
評価はほぼ一致していることがわかった。
 そこで両者の平均値を総合重要度とし、その順位
から各ステージにおいて求められる専門性を評価し
た。
　採用時に求められる専門性の上位 5 項目は、「3. 児
童とのコミュニケーション能力（平均値 3.64）」、

「5. 事故・ケガの予防と対応力（平均値 3.36）」、「1. 児
童の発達に関する理解（3.30）」、「4．いじめの予防

と対応力（平均値 3.20）」、「4．障害のある児童に対
する理解（3.20）」であった。

「放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方・調査A票」の詳細分析（1）
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Table 3-1



　また、初任者に求められる専門性の上位 5 項目
は、「8. 個人情報・プライバシーの保護（平均値
3.69）」、「2. 保護者とのコミュニケーション力（平

均値 3.54）」、「12. 家庭環境の理解と連携（平均値
3.42）」、「7. 職業倫理・法令・服務規律（平均値 3.41）」、

「1. ケアに関する知識、技能（平均値 3.35）」であった。

アンケート調査結果
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Table 3-2　採用時に求める専門性

Table 3-3　初任者に求める専門性



　さらに、中堅者等に求められる専門性の上位 5 項
目は、「情報共有力（報告・連絡・相談）（平均値 3.73）」、

「9. 児童に対する受容的態度（平均値 3.71）」、「5. 児

童の状況把握と評価に関する能力（平均値 3.64）」、
「10. 児童の支援上の課題への対応力（3.63）」、「7. 個
人の人格を尊重した支援力（平均値 3.62）」であった。

「放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方・調査A票」の詳細分析（1）
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Table 3-5　リーダーに求める専門性

Table 3-4　　中堅者等に求める専門性



　最後に、リーダーに求められる専門性の上位 5 項
目は、「2. 危機の未然防止、組織的な早期対応力（平
均値 3.81）」、「1. 危機管理マニュアルの理解力（平
均値 3.79）」、「12. 要望及び苦情への対応力（平均値
3.77）」、「3. 組織全体にかかわる受容的・共感的な
支援力（平均値 3.73）」、「6. 同僚への適切な援助を
行う力（3.72）」であった。
　以上の分析結果から、放課後児童支援員等の職員
が採用時からリーダーにいたる各階層別のステージ
にて求められる専門性が明らかになった。
　このことから、各上位 5 項目を中心とした研修・
教育体制の構築が求められることが示された。
　
3-3	 放課後児童クラブの事業方針、研修状況〈調査

A〉	と保護者の児童クラブに対する意識・評価

〈調査D〉、各項目の因子分析を用いた分類と要

約について

　調査分析にあたり、放課後児童クラブの事業方針、
研修状況について尋ねた 15 項目〈調査 A 票〉、保
護者の児童クラブに対する意識・評価について尋ね
た 19 項目〈調査 D 票〉に因子分析（因子抽出法：
最尤法、因子の数：相関行列固有値 1 以上の数、回転：
プロマックス回転）を適用し、項目の分類と要約を
試みた。因子は因子負荷量の絶対値が 0.4 以上を示
す項目に注目して解釈した。両分析で得られた各因
子得点は偏差値（平均値 50、標準偏差 10）に変換し、
以降、他の項目との関係の分析に使用した。
　分析の結果について、「A20．貴放課後児童クラ
ブの事業方針や現状、研修状況についてお知らせく
ださい。」の各項目の基本統計量、因子分析の因子
負荷量、因子間相関を Table 3-6 に示した。
　各項目の実施度となる平均値が最も高かったのは

「5. 職員相互のコミュニケーションが図られている
（平均値 3.37）」、最も低かったのは「15. 職員の採用
は円滑にできている（平均値 2.46）」であった。
　因子分析にて抽出された第 1 因子は「8. 職員相互
間に信頼関係がある」、「9. 自分の意見や考え方を自
由に話し合える雰囲気がある」、「6. 相手の立場を理
解し、協調して仕事に取り組む姿勢が整っている」

といった項目と関係することから、児童クラブの「職
員間の信頼協力度」と解釈した。
　第 2 因子は「4. 年度内の研修計画が立てられてい
る」、「1. 従業員に対し、その資質向上のための研修
の機会を確保している」、「3. 研修をとおした人材育
成が計画化されている」といった項目と関係するこ
とから、放課後児童クラブの「人材育成力」と解釈
した。
　第 3 因子は「12. 職場の運営方針や目標が明確化
されている」、「13. 職場の運営方針や目標が全員に
浸透している」、「11. 職場の人材育成の方針が明確
化されている」といった項目と関係することから、
放課後児童クラブの「方針目標浸透度」と解釈した。
各因子は相互に正の相関を示し、いずれかの能力が
高い自治体の児童クラブは、その他の能力も高い傾
向にあった。

アンケート調査結果
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　「A1. 普段、お子様が放課後児童クラブを利用さ
れていて、お感じになられていることをお知らせく
ださい。」の各項目の基本統計量、因子分析の因子
負荷量、因子間相関を Table 3-7 に示した。各項目
の評価を意味する平均値が最も高かったのは「1. 安
心して預けられますか（平均値 3.75）」、最も低かっ
たのは「9. 保護者同士で子育てについて学ぶ機会は
ありますか（平均値 2.03）」であった。
　因子分析にて抽出した第 1 因子は「14. 日常的な
礼儀作法（挨拶、整理整頓等）を身につけさせるた
めの取り組みがなされていますか」、「16. 社会性を
豊かにするための取り組みがなされていますか」、

「15. コミュニケーション能力を豊かにするための取
り組みがなされていますか」を中心に多くの項目と
関係することから、保護者の「児童クラブ総合評価」

と解釈した。第 2 因子は「9. 保護者同士で子育てに
ついて学ぶ機会はありますか」、「8. 保護者同士で親
睦を深める機会がありますか」、「10. 地域住民との
連携が図られていますか」といった項目と関係する
ことから、保護者の児童クラブにおける「保護者間
交流への評価」と解釈した。第 3 因子は、「17. 宿題
をみてくれることはありますか」、「18. 宿題以外の
勉強を見てくれることはありますか」といった項目
と関係することから、児童クラブに対する「教育支
援への評価」と解釈した。各因子は相互に正の相関
を示し、いずれか一方の能力が高い自治体の放課後
児童クラブは、その他の能力も高い傾向にあった。

「放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方・調査A票」の詳細分析（1）
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Table 3-6　基本統計量、因子負荷量、因子間相関



アンケート調査結果
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Table 3-7　基本統計量、因子負荷量、因子間相関





　研究 4 では、「市区町村の放課後児童クラブに関
する予算・施策の状況」及び放課後児童支援員等に
求められる専門性及び資質向上のあり方・調査B票」
の現状分析を行った。データの完全締め切り日まで
に到着した調査票を統計解析の対象とした。　　
　回収状況は、次のとおりであった。
回収数（回収率）：1007（57.8％）
調査対象：児童健全育成（放課後児童クラブ）担当課
調査票配布数：1741 部

　A1. ①–1 では、平成 30 年 5 月 1 日現在の自治体
及び自治体が管轄している放課後児童クラブの状況
について尋ねた。Table 4-1-1 に示したとおり、本
調査の対象となった市区町村の人口合計はおよそ
8800 万人であった。各自治体が管轄する小学校数
は中央値が 7 校、児童数は中央値が 1509.5 人、自

治体内の放課後児童クラブの数は中央値が 7、放課
後児童クラブに従事している人数は中央値が 37.5
人、平成 29 年度に新規採用された放課後児童支援
員数は中央値が 2 名、平成 29 年度の現任者のため
の研修予算実績、うち初任者研修の予算実績、うち
中堅者研修の予算実績ともに中央値は 0 円で半数の
自治体の研修予算は 0 円であった。自治体内で放課
後児童クラブに従事する職員数は中央値が 5 人、自
治体内で放課後児童クラブに従事する職員のうち、
放課後児童支援員の資格所有者数は中央値が 2 人で
あった。
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Table 4-1-1

研究 4-1

「市区町村の放課後児童クラブに関する予算・施策の
状況」及び放課後児童支援員等に求められる専門性
及び資質向上のあり方・調査B票」の現状分析

社会福祉法人葛葉学園

鈴木　　勲



　A1. ①–2 では、 貴自治体の放課後児童クラブに従
事する職員が保有する資格について尋ねた。Table 
4-1-2 に示したとおり、各自治体で放課後児童支援

員の資格を有する職員数の中央値は 12 人、保育士
は 5 名、教員免許は 5 名、社会福祉士は 0 名であった。

　A2 では、放課後児童支援員等に求められる階層
別の専門性について該当する番号を選んでもらい

【初任者（1 年から 5 年未満）】」の平均値と標準偏
差（平均値で降順）を Table 4-4 に示した。上位 3

項目は「8. 個人情報・プライバシーの保護（平均値
3.69）」、「2. 保護者とのコミュニケーション力（平
均値 3.59）」、「3. 職業倫理、法令、服務規律（平均
値 3.42）」であった。

　A2 では、放課後児童支援員等に求められる階層
別の専門性について該当する番号を選んでもらい

【採用時】の平均値と標準偏差（平均値で降順）を
Table 4-1-3 に示した。上位 3 項目は、「3. 児童との

コミュニケーション能力（平均値 3.63）」、「5. 事故・
ケガの予防と対応力（平均値 3.35）」、「1. 児童の発
達に関する理解（3.27）」であった。

「市区町村の放課後児童クラブに関する予算・施策の状況」及び放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方・調査 B票」の現状分析
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Table 4-1-2

Table 4-1-3

Table 4-1-3



　A2 では、放課後児童支援員等に求められる階層
別の専門性について該当する番号を選んでもらい

【中堅者等（5 年以上）】の平均値と標準偏差（平均
値で降順）を表 4-5 に示した。上位 3 項目は「8. 情

報共有力（報告・連絡・相談）（平均値 3.71）」、「9. 児
童に帯する受容的態度（平均値 3.67）」、「10. 児童の
支援上の課題への対応力（平均値 3.60）」であった。

アンケート調査結果
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Table 4-1-4

Table 4-1-5



　A2 では、放課後児童支援員等に求められる階層
別の専門性について該当する番号を選んでもらい

【リーダー（事業管理者）】の平均値と標準偏差（平
均値で降順）を表 4-6 に示した。上位 3 項目は、「2. 危

機の未然防止、組織的な早期対応力（平均値 3.79）」、
「1. 危機管理マニュアルの理解力（平均値 3.77）」「12.
要望及び苦情への対応力（平均値 3.75）」であった。

A3 ①–1 では、貴自治体では、現任者研修を実施し
ているかについて尋ねた。実施状況については、実

施しなかった 58.9％、実施した 36.2％となっている

「市区町村の放課後児童クラブに関する予算・施策の状況」及び放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方・調査 B票」の現状分析
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Table 4-1-6

Figure 4-1-1　自治体の現任者研修の実施



　A3.1–②では、「実施した」の場合、該当する科目
を尋ねた。「実施した」場合、該当する科目の上位
3項目は、障害のある子どもの理解53.4％、安全対策・

緊急時対応 49.9％、特に配慮を必要とする子どもの
理解 47.1％と続き、Figure 4-1-2 に示した。

アンケート調査結果
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Figure 4-1-2　1–②では、「実施した」の場合、該当する科目



　A3. 2–①では、「実施しなかった」の場合、その
理由について尋ねた。Figure 4-1-4 に示したとおり、
実施しなかった理由については、人員不足 47.6％、
費用 38.4％、開催時期がとれない 21.8％であった。

　A3. 1–③では、「実施した」の場合、実施者につ
いても尋ねた。実施者については、Figure 4-1-3 の

とおり、自治体 80.3％、民間（法人）13.4％、民間（企
業）4.9％と続いている。

　A3. 1–④では、「実施した」の場合、開催した延
日数時間について尋ねた。表 4-7 に示したとおり、
現任者研修を開催した延日数は中央値が 3 日で 1 か

ら 8 日が半数を占めた。この日数は中堅者研修と同
様であった。

「市区町村の放課後児童クラブに関する予算・施策の状況」及び放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方・調査 B票」の現状分析
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Figure 4-1-3　1–③で「実施した」の場合、実施者

Table 4-1-7



　A4. 1 では、自治体では、中堅者研修の実施状況
について尋ねた。実施しなかった 79.7％、実施した

14.9％となり、Figure 4-1-5 に示した。
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Figure 4-1-5　自治体の中堅者研修の実施状況

Figure 4-1-4　2–①では、「実施しなかった」の場合の理由



　A4. 1–②では、「実施した」の場合、実施者につ
いても尋ねた。
　実施者の状況は、自治体 68.7％、民間（法人）
19.3％、民間（企業）6.0％と続いており、Figure 
4-1-7 に示した。

　A4. 1–① では、「実施した」の場合、該当する科
目を尋ねたところ、図 4-1-6 のとおり、障害のある
子どもの理解 56.0％、特に配慮を必要とする子ども

の理解 48.7％、安全対策・緊急時対応 48.7％と続き、
Figure 4-6 に示した。
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Figure 4-1-6　1–① で「実施した」の場合、該当する科目



　A4. 1–③「実施した」の場合、開催した延日数時
間についても尋ねた。中堅者研修を開催した延日数
は中央値が 3 日で 1 ～ 8 日の自治体が半数を占め、

Table 4-1-8 に示した。この日数は現任者研修と同
様であった。
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Figure 4-1-7　1–②で「実施した」場合の実施者

Table 4-1-8



　A4. 2–①「実施しなかった」の場合、その理由に
ついて尋ねた。実施しなかった理由の上位 3 項目は、

人員不足 43.5％、費用 34.9％、開催時期がとれない
22.8％であり、Figure 4-1-8 に示した。

　A5 では、放課後児童支援員の専門性を向上させ
るために必要と思われる研修内容についても尋ね
た。Figure 4-9 に示したとおり、必要と思われる研
修内容の上位 3 項目は、子どもの発達理解 75.0％、
特に配慮を必要とする子どもの理解 73.1％、障害の
ある子どもの理解 72.4％であった。
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Figure 4-1-8　2–①「実施しなかった」場合の理由



　A6 では、平成 29 年度に自治体主催（事業委託
を含む）の放課後児童支援員等の研修を実施された

自治体の状況について Table 4-1-9 のとおり、平均
値と標準偏差により示した。
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Figure 4-1-9　放課後児童支援員の専門性を向上させるために、必要と思われる研修内容

Table 4-1-9



まとめと考察

　調査 B 票は市区町村の児童健全育成（放課後児
童クラブ）担当課を対象とした調査である。
本調査の対象となった市区町村の人口合計はおよそ
8800 万人で日本の総人口を 1 億 2649 万 6 千人（平
成 30 年 8 月 1 日現在確定値）とすると人口のカバー
率は 69.6％であった。この人口のカバー率から推測
した全国の公立小学校数は 18,914（=13,155〈回答
のあった自治体に属する小学校合計〉÷ 69.6％）で、
この数は文部科学統計要覧（平成 30 年版）による
全国公立小学校 19,794 とそれほど相違しないこと
から、回答を寄せた自治体の代表性に大きな問題は
なく、本統計は各自治体の実態を反映したものとい
える。各自治体が管轄する小学校の数は中央値が 7
校、児童数は中央値が 1509.5 人、自治体内の放課
後児童クラブの数は中央値が 7、放課後児童クラブ
に従事している人数は中央値が 37.5 人、平成 29 年
度に新規採用された放課後児童支援員数は中央値が
2 名、平成 29 年度の現任者のための研修予算実績、
うち初任者研修の予算実績、うち中堅者研修の予算
実績ともに中央値は 0 円で半数の自治体の研修予算
は 0 円であった。自治体内で放課後児童クラブに従
事する職員数は中央値が 5 人、自治体内で放課後児
童クラブに従事する職員のうち、放課後児童支援員
の資格所有者数は中央値が 2 人であった（A1）。
　放課後児童支援員等に求められる階層別の専門性

（4 件法）を尋ねたところ、採用時にニーズが高かっ
た上位 5 項目は、「3. 児童とのコミュニケーション
能力（平均値 3.63）」、「5. 事故・ケガの予防と対応
力（平均値 3.35）」、「1. 児童の発達に関する理解（平
均値 3.27）」、「12. 障害のある児童に対する理解（平
均値3.18）」「4.いじめの予防と対応力（平均値3.18）」、
であった。初任者（1 年から 5 年未満）に対してニー
ズが高かった上位 5 項目は、「8. 個人情報・プライ
バシーの保護（平均値 3.69）」、「2. 保護者とのコミュ
ニケーション力（平均値 3.59）」、「7. 職業倫理・法令・
服務規律（平均値 3.42）」、「12. 家庭環境の理解と連
携（平均値 3.42）」、「1. ケアに関する知識、技能（平
均値 3.36）」であった。中堅者等（5 年以上）に対

してニーズが高かった上位 5 項目は、「8. 情報共有
力（報告・連絡・相談）（平均値 3.71）」、「9. 児童に
対する受容的態度（平均値 3.67）」、「10. 児童の支援
上の課題への対応力（平均値 3.60）」、「5. 児童の状
況把握と評価に関する能力（平均値 3.59）」、「7. 個
人の人格を尊重した支援力（平均値 3.57）」であった。
リーダー（事業管理者）に対してニーズが高かった
上位 5 項目は、「2. 危機の未然防止、組織的な早期
対応力（平均値 3.79）」、「1. 危機管理マニュアルの
理解力（平均値 3.77）」、「12. 要望及び苦情への対応
力（平均値 3.75）」、「6. 同僚への適切な助言を行う
力（平均値 3.70）」、「3. 組織全体にかかわる受容的・
共感的な支援力（平均値 3.69）」、であった。本調査
で明らかになった項目を中心とした放課後児童支援
員に対する教育研修体制の構築が求められる（A2）。
　現任者研修の実施状況について尋ねたところ実施
している自治体は 36.2％に過ぎなかった。開催延べ
日数の中央値は、3 日、1 から 8 日が半数を占めた。
実施した自治体において、実施していた科目の上
位 3 位は「障害のある子どもの理解（53.4％）」、「安
全対策・緊急時対応（49.9％）」、「特に配慮を必要
とする子どもの理解（47.1％）」、下位 3 科目は「子
ども家庭福祉施策と放課後児童クラブ（8.2％）」、

「放課後児童健全育成事業の一般原則と権利擁護
（14.8％）」、「学校・地域との連携（15.9％）」であっ
た。各科目の必要性を吟味し、必要があり実施率が
低い科目の実施が求められる（A3）。
　実施した自治体における実施者は「自治体」が
80.3％で大半を占めた。民間主催による職場外研修
活用の検討が求められる（A3）。実施しなかった自
治体において実施しなかった理由を尋ねたところ、
上位 3 位は「人員不足（47.6％）」、「費用（38.4％）」、

「開催時期がとれない（34.6％）」であった。人、カネ、
時間すべての面でのサポートが求められる（A3）。
　中堅者研修の実施状況について尋ねたところ実施
している自治体は 14.9％に過ぎなかった。開催延べ
日数の中央値は、現任者研修と同様に 3 日、1 から
8 日が半数を占めた。
　実施した自治体において、実施していた科目の上
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位 3 位は「障害のある子どもの理解（56.0％）」、「安
全対策・緊急時対応（48.7％）」、「特に配慮を必要
とする子どもの理解（48.7％）」、下位 3 科目は「子
ども家庭福祉施策と放課後児童クラブ（8.7％）」、

「放課後児童健全育成事業の一般原則と権利擁護
（13.3％）」、「学校・地域との連携（19.3％）」であっ
た。各科目の必要性を吟味し、必要があり実施率が
低い科目の実施が求められる（A4）。実施した自治
体における実施者は「自治体」が 68.7％であった。
現任者研修と同様、民間主催による職場外研修活用
の検討が求められる（A3）。（A4）。中堅者研修を
実施しなかった自治体において実施しなかった理由
の上位 3 位は「人員不足（43.5％）」、「費用（34.9％）」、

「開催時期がとれない（22.8％）」であった。現任者
研修と同様、人、カネ、時間すべての面でのサポー
トが求められる（A4）。
　放課後児童支援員の専門性を向上させるために、
必要と思われる研修内容について尋ねたところ、上
位 5 位は「子どもの発達理解（75.0％）」、「特に配
慮を必要とする子どもの理解（73.1％）」、「障害の
ある子どもの理解（72.4％）」、「保護者との連携・
協力と相談支援（70.6％）」、「安全対策・緊急時対
応（69.9％）」であった。これらの内容を中心とし
た研修の企画立案、実施が求められる（A5）。
　平成 29 年度に自治体主催（事業委託を含む）の
放課後児童支援員等の研修について、予算、日程、
内容の充実度（4 件法）を尋ねたところ、平均値が
最も高かったのは「研修内容は充実していた（平均
値 2.93）」、最も低かったのは「研修のための予算は
十分であった（平均値 2.74）」であった。研修に関
する予算の拡充が望まれる（A6）。都道府県に対す
る調査結果も市区町村と同様の傾向を示した。
　なお、都道府県に対する調査の単純集計結果の概
要については、資料に示した。

アンケート調査結果
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分析

　自治体調査 B 票について、市町村の人口規模に関する分析を行った。

サマリー

A. 自治体基本情報
　992 自治体のうち、平均は 88690 人であった。中
央値自治体人口は 31574 人であった。よって、中央

値において自治体を 2 群に分けて、研修について差
があるか調べることにした（人口高低群：人口高位
群：〈31574、人口低位群：31574 以上）

B. 詳細分析

　検定（カイ 2 乗検定）においても P〈0.01 であり、人口高位群が実施した割合が高かった。
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・ 人口規模中央値（31480 人）で 2 群した自治体群で比較した。
・ 人口高位群が研修をより実施し予算も多く、実施人数や研修の充実にも評価が高かった。
・ 人口 1 人当たりの単位数で見ても、研修予算、自治体の児童クラブ職員数、放課後支援員数、保育士数、

現任者・中堅者研修の延べ日数が、人口高位群で多かった。
・ 採用年数に関わらず、各専門性について求めるレベルが人口高位群で高かった。
・ よって、放課後支援員の質向上のためにも、人口低位群への支援は重要である。

Table 4-2-1 （1）現任者研修の実施状況について

研究 4-2

自治体調査 B票における市町村の人口規模に関する	
詳細分析 花園大学

和田　一郎



　自治体の人口規模に研修予算、初任者研修予算、中堅者研修の予算が相関している（すべて P〈0.01）

検定（カイ 2 乗検定）においても P〈0.01 であり、人口高位群が実施した割合が高かった。
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Table 4-2-3（3）自治体の人口規模と予算について

Table 4-2-2（2）中堅者研修の実施状況について



　実施状況について（とてもあてはまる＝ 4 点、や
やあてはまる =3 点、あまりあてはまらない＝ 2 点、
あてはまらない＝ 1 点）として、合計化した。その
合計点と人口高低群での比較を行った。

　結果として、「研修のための予算は十分であった」
「研修の日程は十分確保されていた」「研修内容は充
実していた」について、すべて人口高位群において
有意に得点が高かった。

　人口一人当たりに換算した単位当たりにおける各変数の差を調べた。

アンケート調査結果
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Table 4-2-4（4）研修の実施状況の点数化と自治体高低群の違い

Table 4-2-5 研修のための予算、日程、内容について

Table 4-2-6（5）人口割りした各種変数と人口高低群の比較



　この結果からは、採用時では差が見られないが、
初任者、中堅者、事業管理者の専門性において、人
口高位群は、より高い専門性を求めていることが分
かる。

　人口割りした各種変数との比較では、研修予算、
自治体の児童クラブ職員数、放課後支援員数、保育

士数、現任者・中堅者研修の延べ日数が、人口高低
群で高かった。

　専門性について（とてもあてはまる＝ 4 点、やや
あてはまる =3 点、あまりあてはまらない＝ 2 点、

あてはまらない＝ 1 点）として、合計点化した。そ
の合計点と人口高低群での比較を行った。

自治体調査B票における市町村の人口規模に関する詳細分析
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Table 4-2-7

Table 4-2-8（6）専門性の点数化について

Table 4-2-9



　現任者のための研修予算と OJT 実施頻度の関係
を Figure 4-3-1 に示す。Spearman 順位相関係数
は 0.184（P=0.014）となり研修予算と OJT 実施頻
度に有意な正の相関が認められた。研修予算実績
が多い自治体ほど OJT の年間実施回数が多い傾向

にあったが、散布図をみると予算が少ないものの
OJT の実施回数が多い自治体もあった。OJT は日
常業務を通じて行われる教育活動であり、研修予算
額のみで、その実施頻度を説明するのは困難、予算
以外のサポートや実施指導が必要と考えられる。

　現任者のための研修予算と OJT 実施頻度の関係
を明らかにするため、「A1. ①–1 平成 30 年 5 月 1
日現在の状況でお答えください / 平成 29 年度の現
任者のための研修予算実績（円）」〈調査 B 票〉と「A 
9．平成 29 年度に貴放課後児童クラブでは、従業員
に対して、職場内の教育訓練（OJT）を実施しまし
たか。」の「A10. ①頻度（年間）」〈調査 A 票〉の
関係を Spearman 順位相関係数にて検証し、無相関
検定を適用した。研修予算については、調査票が回
収できた自治体 1005（調査票上の自治体ナンバーが

読み取り不能な２自治体については、児童クラブや
保護者のアンケートとのマッチングができないこと
から詳細分析では除外とした）のなかで研修予算実
績を「0 円」と回答した自治体が 467（46.4％）を占
めた。また無回答の自治体は 127（12.6％）存在した。
このおよそ過半数を占める予算実績「0 円」の自治
体を含めると、その影響で予算と OJT 実施頻度と
の関係が希釈化され、適切な評価が困難となる。
　そこで本分析は研修予算実績が「0 円」ではない
411 自治体を対象に実施した。
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Table 4-3-1

Figure 4-3-1　現任者のための研修予算と OJT 実施頻度の関係

研究 4-3

現任者のための研修予算	〈調査 B票〉	と OJT 実施頻
度の関係	〈調査 A票〉、人口規模 2群と研修状況の	
詳細分析

社会福祉法人葛葉学園

鈴木　　勲



　本調査における人口の中央値 31574 人以上を人口
の多い群、中央値 31574 人未満を人口の少ない群
の 2 群に分けて、人口の違いによって放課後児童支

援員等に求めている専門性に違いがあるかを Table 
4-3-2 に示した。

現任者のための研修予算〈調査B票〉とOJT実施頻度の関係〈調査A票〉、人口規模 2群と研修状況の詳細分析
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Table 4-3-2



その結果、人口規模の多い群の方が、放課後児童支
援員等に対して多様な知識、技能を求めている傾向

が示された。

アンケート調査結果
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Table 4-3-3
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